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我が国は世界的に災害リスクの高い国土である．ひとたび巨大災害が大都市圏で発生した場合，その影響は国
全体に及び国力の衰退をもたらしかない．そのような観点から，現状の一極集中型国土構造の問題点が指摘され
ている．本研究では，空間的・時間的に災害の影響が広く波及してしまう状態を災害脆弱性が高い状態と呼ぶこ
ととし，国土構造と災害脆弱性の関係について知見を得ることを目的とする．災害の特徴をより正確に捉えるた
め，確率的な多地域動学マクロ経済モデルを構築し分析に用いる．構築したモデルについて数値計算を行った
結果，より望ましい国土構造は社会厚生と災害脆弱性の観点からでは異なる可能性があること等が示唆された．
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1. はじめに

我が国は世界的にみても災害リスクの高い国土であ

る．ひとたび巨大災害が発生すると，被災地域に大き

な直接被害をもたらすだけでなく，時間的・空間的に影

響が広がることで，国全体の経済に対して悪影響を及

ぼすであろうことは想像に難くない．わが国は，全国

比 3.6％の面積しかない東京圏が，27.5％の人口（2009

年），31.9％のGDP（2008年）を有しており集中型の国

土構造であると言える（山口1)）．このように人口や産

業の集中した大都市圏で巨大災害が発生した場合，その

影響は甚大となり国力の衰退をもたらしかねない．も

し国土が過剰な集中型であり，巨大災害に対して国土

全体として脆弱な状態であるならば、分散化を促すこ

とによって災害に対する脆弱性を低下させていく必要

がある．

一方で，我が国は集中型の国土構造によるメリット

も享受してきた．例えば経済学において“集積の経済”

と呼ばれる現象があり，人や産業が集中することによ

り生産性が効率化されてきた．国土構造には集積と分

散の双方にメリットがあり，これらはトレードオフの

関係にある．より望ましい国土構造を議論していくた

めには，両者のメリットを同一のフレームで扱える経

済モデルの構築が必要となる．

本研究は，このような経済モデル構築のための第一

ステップであり，国土の分散化による災害脆弱性の低

減効果を経済モデルを用いて検証することに焦点を当

てる．分析にあたっては，災害の性質をモデル内で適

切に表現するために，確率的な多地域動学マクロ経済

モデルを構築する．このモデルを利用し，ある国土構

造において災害が発生した場合の被害を計算すること

で，脆弱性を数値的に評価することを試みる．

2. 分析の枠組み

(1) 災害脆弱性

あるシステムが外的な攪乱要因に対して有する強さ

を表す概念として“強靭性 (Resilience)”が挙げられる．

藤井ら2)では，社会経済が強靭であるとは『どのよう

な危機が訪れようとも，致命傷を避け，可能な限り被

害を最小化し，こうむった被害の可能な限り早期に回

復できる』状態にあることと述べている．つまり強靭

性は，何らかの外的ショックが発生した際に，どれく

らいの影響を受けるのか，どれくらいのスピードで元

に戻るのか，という 2点によって規定されるといえる．

本研究では，この強靭性とは逆の概念として“脆弱性

(Vulnerability)”を定義し議論していく．

Fingleton et al.3)を基に脆弱性の概念図を表したもの

が図 1である．図中には，ショックの後に通るであろ

う複数の経路が描かれている．経路 A は外的要因によ

り一時的に生産が減少した後，比較的短期間で元のパ

スへと復元していく．

経路 A と比較して経路 Bと経路 Cは脆弱性が高い

と考えられる．経路 Bは，経路 Aと比較して，もとの
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図－ 1 脆弱性の概念図

パスに復元するまでにより多くの時間を必要としてい

る．災害を例とすると，復興予算の策定に時間がかか

り他地域からの援助が遅れたため，復興までの時間が

かかり生産性の低下した状態が続く場合などが考えら

れる．経路 Cは，もとのパスに復元することができず

外的ショックの影響が恒久的に残る状態を表す．阪神

大震災や東日本大震災の後には，被災地域からの人口

流出や集積の喪失が確認されており，それによる永続

的な生産性の低下が起こることが考えられる．

本研究では，特に経路 Aと経路 Bを比較した脆弱性

の概念に着目する．つまり，長期的には元のパスに戻

るが，経路Aと比べて，「一時的な生産の減少幅の増大」

や「復元までにかかる期間の増大」が見られる状態を

脆弱性と定義する．以上のような脆弱性の概念を踏ま

えた上で，災害に対して脆弱とならない国土構造を考

えていく．

(2) 災害の性質

モデルを構築する際に考慮すべき災害の性質につい

て確認する．災害自体は局所的な現象であるが，地域

間の交易を通じて他地域にその影響が波及する可能性

がある．また，復旧は段階的に行われ被災前よりも生

産水準の低い状態が続くため，災害の影響が長期にわ

たって残る可能性がある．先の脆弱性の概念と対応さ

せると，災害の影響の空間的・時間的波及が大きくな

るほど脆弱性が高くなると考えられる．このような災

害の性質を捉え災害脆弱性を評価するために，時間的・

空間的に影響が波及する様子をモデルの中で記述でき

る必要がある．

被害の空間的な波及については，空間的応用一般均

衡モデルを用いた一連の研究があり，例えば小池ら4)や

武藤ら5)によって，ある地域で災害が発生した場合の

他地域への影響が推計されている．一方で，時間的な

波及については動学マクロ経済モデルを用いた一連の

研究があるが，特に多地域の枠組みで分析を行ってい

るものとしては Tatano et al.6)がある．

また，災害には不確実な現象であるという特徴もあ

り，確率的に発生する現象として災害を表現する必要

がある．確率的な事象を考慮した動学分析としては動

学的確率的一般均衡モデルを用いた研究があるが，そ

れを災害の分野に応用した研究としては五十部ら7)や

Ikefuji et al.8)がある．

本研究は，これらの多地域動学マクロ経済モデルを

拡張し分析を行っていく．確率的な事象を考慮した上

で多地域の動学マクロ経済モデルを構築している研究

としてはDen Haan et al.9)があるが，災害を対象とした

研究ではない．災害分野での研究としては，瀬木ら10)

がある．本研究は，これらの研究を参考にした上で，社

会資本をモデルに組み込む等の拡張を加えモデルを構

築する．

(3) 分析の方針

本研究での目的は「国土構造と災害脆弱性の関係性

についての基本的特性を数値的に分析すること」であ

る．そのためには，災害の影響が空間的・時間的に広

範囲にわたることや災害が不確実性を持つことをモデ

ル内で表現する必要があるため，確率的な多地域動学

マクロ経済モデルとして定式化を行う．モデルを用い

て災害が発生した場合の被害を計算することで，脆弱

性の数値的な評価を試みる．また，国土構造の違いに

よって脆弱性がどのように変化してくるのかを分析し，

分散化による災害脆弱性の低減の効果についての検証

を行う．

本研究での国土構造は，基本的に各地域の人口と災害

リスクと地域の空間配置によってのみ規定されるもの

とする．国土構造が集中型か分散型かということは地

域間の人口比率によってのみ決まるとする．また，そ

の人口分布についてはパラメータとして外生的に与え

て分析を行う．これは，ある国土構造が実現した状態

で，その国土構造がどのような災害脆弱性を有するの

かを分析することに焦点をあてているためであり，国

土構造自体をどのように実現するのかどうかについて

は本研究の対象外とする．

3. モデルの定式化

本章ではモデルの定式化を行う．まず t 期における

経済システムを記述した上で，それを動学的最適化問

題として定式化し動学過程を導出する．
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図－ 2 経済システムのイメージ図

(1) 経済システム

t期における経済システムとして，以下の条件を仮定

する．

(a) M個の地域から成り立つ閉鎖経済を考える．

(b) t期が始まる際に，各地域 i は生産資本 Ki,t，人口

Ni を保有する．国全体として，社会資本Gtが存在

する．

(c) 生産資本は各地域にとって私的な資本であり，社

会資本は国全体で共有の資本として用いられる．

(d) 災害は期首に発生し，利用可能な資本を減少させる．

(e) 各地域は資本と労働を用いた生産活動を行う．

(f) 各地域は同一の財を生産し，それを消費と投資の

両方に用いる．

(g) 投資は次の期の資本ストックになる．ただし，投

資には調整費用が発生する．

(h) 各地域間での財の移出入や資本の移動は行われる

が，地域外とのやりとりはないものとする．

(i) 各地域に存在する代表的家計は消費した財の量に

従い効用を得る．

(j) 各地域の人口は期間を通じて一定であり，人口移

動はないものとする．

この経済システムを表したものが，図 2である．以

下，各要素について詳しく述べていく．

a) 災害の発生

t期において災害が発生する場合は，期首から活動開

始までの間にある確率に従って発生するものとする．災

害が発生することにより資本が損傷し，以後利用でき

る資本が減少すると仮定する．つまり，t期において実

際に使用できる災害後生産資本 KAD
i,t と災害後社会資本

GAD
t は，災害を表現する確率変数 vi,t を用いて，

KAD
i,t = evi,t Ki,t (1)

GAD
t = evi,tηiGt (2)

ηi :各地域に保有する社会資本の割合

と表すことができる．社会資本は国全体で共有の資

本として用いられるが，災害発生時には各地域が保有

している割合 ηi に従って損傷すると仮定している．ま

た，災害の発生確率を pi，災害による資本の損傷割合

を ϵi とすると，vi,t は以下を満たす．

probability1− pi : vi,t = 0

probability pi : vi,t = log(1− ϵi) (3)

pi :災害の発生確率

ϵi :災害による資本の損傷割合

b) 生産技術

各地域は労働力と資本を用いて生産活動を行うとす

ると，生産関数は，

Yi,t = F(KAD
i,t , τiG

AD
t ,Ni) (4)

τ :社会資本へのアクセス性

となる．ここで労働力は各地域の人口に等しいと仮定

している．本モデルにおいて，社会資本とは公共投資

によって整備されるインフラストラクチャーのことを

指し，社会資本が整備され交通や情報のやり取りが盛

んになることで生産性が向上すると仮定している．

c) 投資と資本の蓄積

t期から t + 1期への資本の遷移は，
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Ki,t+1 = (1− δK)KAD
i,t + I i,t (5)

Gt+1 = (1− δG)GAD
t + IG,t (6)

δK :生産資本の減耗率

δG :社会資本の減耗率

に従うとする．

また投資を行う際には，既存の資本量と投資量に応

じた調整費用 ψK，ψG が発生すると仮定する．これは，

実際の復旧には時間がかかり，他地域と比較して生産

の低下している期間が一定程度続く状況を表現するた

めである．調整費用が入ることにより，ある地域で災

害が発生した場合に，他の被災していない地域から資

本の移転が行われ，資本が瞬時に回復してしまうとい

う状況になることが回避される．

d) 財市場の均衡

財市場は地域ごとに閉鎖しておらず，地域間でやり

取りができるとする．

NEi j,t = −NEji ,t (7)

NEi j,t :地域 i から地域 j への財の移転

が成立する．経済全体での財の均衡を考えると次の

ようになる．

∑
i

Yi,t =
∑

i

Ci,t +
∑

i

I i,t

(
1+ ψK(I i,t,K

AD
i,t )
)

+IG,t

(
1+ ψG(I i,t,G

AD
t )
)

(8)

e) 代表的家計

各地域に存在する代表的家計は消費した財の量に応

じて効用 u(ci,t)を得る．ci,t =
Ci,t

Ni
であり，一人あたりの

財の消費量を表す．また限界効用逓減が成り立つとし，

効用関数 u(ci,t)は，

lim
ci→∞

uc(ci,t) = 0　 (9)

lim
ci→+0

uc(ci,t) = ∞ (10)

uc(·) :効用関数 uを cで一階微分した関数

を満たすものとする．

(2) 動学的最適化問題

社会的計画者が期待社会厚生を最大化する問題を考

える．目的関数は，

U0 = E0[
∞∑

t=0

βtWt] = E0[
∞∑

t=0

βt(
∑

i

κiu(
Ci,t

Ni
))]

κ :パレート荷重
β :割引因子

である．制約条件として，各期の経済システムで定式

化された式 (1)，式 (2)，式 (3)，式 (4)，式 (5)，式 (6)，

式 (8)を用いると，以下のような動学的最適化問題に書

き直すことができる．

max
Ci,t ,I i,t ,IG,t

E0[
∞∑

t=0

βt(
∑

i

κiu(
Ci,t

Ni
))] (11)

s.t.
∑

i

F(KAD
i,t , τiG

AD
t ,Ni) =

∑
i

Ci,t (12)

+
∑

i

I i,t

(
1+ ψK(I i,t,K

AD
i,t )
)
+ IG,t

(
1+ ψG(I i,t,G

AD
t )
)

Ki,t+1 = (1− δK)KAD
i,t + I i,t (13)

Gt+1 = (1− δG)GAD
t + IG,t (14)

KAD
i,t = evi,t Ki,t (15)

GAD
t = evi,tηiGt (16)

この問題を解くことにより，最適な操作変数の流列

{yt}∞t=0を得ることができる．これは，ある経済の想定下

において期待社会厚生を最大化するような最適な資源

配分に他ならない．実際の分析においては，操作変数

の流列 {yt}∞t=0を実際に計算するのではなく，t期と t+ 1

期の関係性を表す政策関数 (Policy Function)，

xt+1 = h(xt, vt) (17)

を求めることとなる．

(3) 動学過程

式 (11)-式 (16)で定式化された問題から，動学的ラグ

ランジアンを用いることで，以下の一階の必要条件が得

られる．導出方法については加藤11)を参考にしている．

Λt =
κi

Ni
uc(

Ci,t

Ni
) (18)

Λt

(
1+ ψK

i,t(·) + I i,tψ
K
I ,i,t(·)
)

= βEt[Λt+1(evi,t+1FK,i,t+1(·) + evi,t+1(1− δ)
−I i,t+1evi,t+1ψK

K,i,t+1(·) + evi,t+1(1− δ)I i,t+1

+evi,t+1(1− δ)I i,t+1ψ
K
I ,i,t+1(·))] (19)

Λt

(
1+ ψG

t (·) + IG,tψ
G
I ,t(·)
)

= βEt[Λt+1(evi,t+1FG,i,t+1(·) + evi,t+1(1− δ)
−IG,t+1evi,t+1ψG

G,t+1(·) + evi,t+1(1− δ)IG,t+1

+evi,t+1(1− δ)IG,t+1ψ
G
I ,t+1(·))] (20)

Ki,t+1 = (1− δ)evi,t Ki,t + I i,t (21)

Gt+1 = (1− δG)GAD
t + IG,t (22)∑

i

Fi,t(·) =
∑

i

Ci,t +
∑

i

I i,t

(
1+ ψK

i,t(·)
)

+IG,t

(
1+ ψG

t (·)
)

(23)
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Λt :ラグランジュ乗数
Xx(·) :関数 Xを変数 xで微分した関数

ここで

Fi,t(·) = F(KAD
i,t , τiG

AD
t ,Ni)

ψK
i,t(·) = ψ(I i,t,K

AD
i,t )

ψG
t (·) = ψ(IG,t,G

AD
t )

この差分方程式体系を解くことによって政策関数を

得るが，解析的にその解を求めることは困難であり，数

値計算により近似的に政策関数を得る．

数値計算には perturbation methodを用いた．pertur-

bation methodとは，政策関数について定常点周りにテ

イラー展開を行い近似的な解を得る方法である．定義

域全体で関数を多項式近似をする projection method等

の他の手法と比較して，複数の状態変数を扱いやすいと

いうメリットがある．テイラー展開を行う際には二次

近似を用いた．数値計算方法については Heer et al.12)，

Schmitt-Grohe et al.13)を参考にしている．

(4) 災害脆弱性の評価

災害脆弱性の評価方法について述べる．まず，定常

状態を定義する．定常状態とは「災害が発生せず，か

つ t期から t + 1期の資本が変化しなくなる状態」をさ

す．図 3における S(K∗,C∗)は定常状態を，X∗ は変数

Xの定常状態における値を表す．

次に復旧過程について記述する．あらかじめ経済が

定常状態にあるとし，時点 t1において災害が発生する

ものとする．被災することにより資本が損傷し，定常

状態 Sから被災後の状態に不連続にジャンプする．そ

れ以降は災害が発生しないと仮定した場合に，再度元

の定常状態に戻るまでに描く動学過程を災害の復旧過

程とする．この様子を表したものが図 3である．

厚生	�(�)

時間

�(�

∗

)

�

�

復興曲線と定常状態の厚生水準で

囲われた面積の大きさ

災害脆弱性

＝

図－ 4 災害脆弱性

この復旧過程を，時間軸で書き直したグラフが図 4

の復旧曲線である．図 1で示したように，災害脆弱性

は災害発生後の社会厚生の低下幅と復旧までの期間に

よって規定され，脆弱性が高くなるほど曲線は右下へ

とシフトしていく．モデルにおいては簡単化のため経

済成長は考慮されていないが，脆弱性が高まると同様

にして曲線は右下にシフトし復旧曲線と定常状態の厚

生水準で囲われた部分の面積が大きくなっていくと考

えられる．本研究では，この面積を災害脆弱性 VULと

定め評価に用いる．

VUL ≡
∫ ∞

0
e(1− 1

β )t(W(u∗) −W(ut))dt (24)

実際に近似的に計算を行い，以下のように各期間の

災害による社会厚生の低下分を足し合わせることで算

出する．

VUL ≈
∞∑

t=0

βt(W(u∗) −W(ut)) (25)

4. モデルの特定化

(1) 関数の特定化

効用関数，生産関数，投資の調整費用について関数

の特定化を行う．

a) 生産関数

コブ＝ダグラス型の生産関数を仮定する．

F(K,G,N) = A(K)α(N)1−α(G)αG (26)

A :技術水準のパラメータ
α, αG :パラメータ

b) 効用関数

相対的リスク回避度一定の効用関数を仮定する．

5



表－ 1 パラメータの設定

α 0.25

生産関数のパラメータ αG 0.12

A 1

割引因子 β 0.98

異時点間の代替弾力性の逆数 σ 1.2

生産資本の減耗率 δK 0.05

社会資本の減耗率 δG 0.02

生産資本の調整費用のパラメータ φK 0.5

社会資本の調整費用のパラメータ φG 1

u(C) =
C1−σ − 1

1− σ (27)

σ :異時点間の代替弾力性の逆数

c) 投資の調整費用

投資の調整費用としては，以下の関数形を仮定する．

ψK(I ,K) =
φK

2
K
( I
K

)2
(28)

ψG(I ,G) =
φG

2
G
( I
G

)2
(29)

φK , φG :パラメータ

この式では，資本と比較して投資の比率が多くなる

ほど，調整にかかるコストが多くなると仮定している．

また同様の比率であっても，資本の絶対量が多くなる

と調整費用がより多く必要となる．

(2) パラメータの設定

数値シミュレーションを行うにあたり，パラメータ

の設定を表 1のように行った．パラメータの設定は橋

本ら14)の値を参考にしている．ただし，社会資本の減

耗率に関しては，寿命が 50年程の長期インフラを想定

した設定としている．

国土全体での人口は 1で固定しており，人口分布は

各地域の人口比率で与えられる．例えば 2地域のモデ

ルにおいては，片方の地域の人口比率が 0.5の場合を分

散型，0.8の場合を集中型の国土構造としている．

タイムスパンは「1期間=1年」と設定している．災害

は 50年に一度，つまり 2％の確率で発生し，発生した際

には資本の 10％を損傷させるのを基本ケースとした．

パレート荷重は人口比率に等しいとしている．これは

ベンサム型の社会厚生関数を想定しているためである．

2地域モデルにおいては両地域とも社会資本に対して

完全にアクセスできるとし，τ1 = τ2 = 1と設定してい

る．3地域モデルにおけるアクセス性の設定については

後述する．各地域の社会資本保有量は各地域で同量で

あると仮定し，ηi は地域数の逆数で与えた．

5. 復旧過程の分析

前章までに構築したモデルによる数値計算結果を述

べていく．まずは 2地域モデルにおいて，片方の地域

で災害が発生した場合の復旧過程について分析を行う．

地域 1にて災害が発生した場合について，図 5は復

旧過程における地域 1と地域 2の生産資本の関係を，図

6は地域 1の生産資本と社会資本の関係を，それぞれ

分散型と集中型の国土構造の場合について示している．

図の点線は両地域の成長率が同じとなる最適な成長経

路を示す．

グラフの右上が定常状態を示しており，災害発生後

には地域 1の生産資本は減少するため，図 5では左方

に，図 6では左下へと不連続にジャンプしている．

災害後には，両地域とも最適な成長経路へ近づきな

がら定常状態へ回復していくことがわかる．地域 1の

資本が一定程度回復するまで地域 2の資本は減少して

おり，被災した地域への投資が優先されていることが

わかる．

復旧過程における資本ストックの量をを時間軸で表

したものが図 7である．

分散型国土構造においては，災害後は地域 1の資本

が急降下しており，その後は地域 1の資本は増えてい

き地域 2は徐々に減少していくことで最適な復旧過程

が達成されることがわかる．一方，集中型の国土構造

においては変化のパターンは同じであるが，定常状態

における資本蓄積の量が大きくことなるため，被災し

ていない地域から被災している地域に十分な移転が行

われていないことが確認できる．

図 8は災害が社会資本に与える影響を表す．分散型

国土では，社会資本がすぐに復旧を始められる．しか

し，集中型国土構造では，地域 1の生産資本に対して

6
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b)集中型

図－ 5 地域 1と 2の生産資本の復旧過程
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b)集中型

図－ 6 生産資本と社会資本の復旧過程
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図－ 7 生産資本の復旧過程
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青: 分散型 赤: 集中型

図－ 8 社会資本の復旧過程
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青: 分散型 赤: 集中型

図－ 9 災害後の社会厚生の変化
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図－ 10 社会厚生の違い: case.1
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実線: 地域 1で災害が発生した場合

点線: 地域 2で災害が発生した場合

図－ 11 災害脆弱性の違い: case.1

重点的に投資が行われ，社会資本はしばらくの間蓄積

されない．

図 9は災害後の社会厚生の変化を表している．分散

型の国土構造の方が集中型の国土構造と比べて災害発

生後の社会厚生の損失が小さいことがわかる．結果と

して，集中型の復旧曲線は分散型の復旧曲線よりも右

下に位置し，集中型では災害脆弱性が大きくなってい

ることがわかる．災害脆弱性の値を計算すると分散型

国土構造では 0.213であり，集中型国土構造では 0.344

となっている．

6. 災害脆弱性の分析

本章では，国土構造と災害脆弱性の関係について述

べる．まずCase.1～Case.3として，2地域モデルによっ

て地域間の災害リスクが異なる場合や社会資本の有無

があった場合の国土構造と災害脆弱性の関係について

検討していく．Case.4では，3地域モデルを用いて地域

の空間配置と災害脆弱性の関係について分析する．

(1) Case.1 :各地域の災害リスクが同じ場合

各地域が同じ災害リスク（p = 0.02，ϵ = 0.1）を有す

る場合を考える. 図 10および図 11は地域 1の人口比

率を変化させた際の，期待社会厚生と各地域で災害が

発生した際の災害脆弱性の変化を表す．

分散型国土構造（地域 1の人口比率が 0.5）において

期待社会厚生が最大となる．これは災害リスク分散の

効果と資本の絶対量が減少することによる投資の調整

費用の減少に起因する．

また，分散型国土構造では各地域で災害が発生した
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図－ 12 社会厚生の違い: case.2
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実線: 地域 1で災害が発生した場合

点線: 地域 2で災害が発生した場合

図－ 13 災害脆弱性の違い: case.2

場合の災害脆弱性が等しくなる．地域 1の人口比率が

大きくなるほど，地域 1で災害が発生した場合の災害

脆弱性は大きくなり，一方で地域 2で災害が発生した

場合の災害脆弱性は小さくなる．

いずれかの地域で災害が発生したとしても国全体が

大きな影響を受けることを避けるという観点からする

と，各地域で災害が発生した場合の災害脆弱性の最大

値がもっとも小さくなる分散型の国土構造が望ましい

といえる．

(2) Case.2 :地域間で災害リスクが異なる場合

図 12と図 13は，地域間で災害リスクが異なる場合

の社会厚生と災害脆弱性の変化を表す．地域 2の災害

リスクは地域 1と比較して小さいとし，p = 0.01およ

び ϵ = 0.05で与える．

地域 1の人口比率が 0.41の時に，社会厚生は最大と

なる．一方で，各地域の災害からもたらされる災害脆

弱性は人口比率 0.2の時に等しくなる．地域間の災害リ

スクが異なる場合，望ましい国土構造は社会厚生最大

化の観点と災害脆弱性を避けるという観点では異なる

可能性があることがわかる．

(3) Case.3 :社会資本の影響

社会資本が災害脆弱性に与える影響について，社会

資本がモデルに組み込まれている場合とそうでない場

合を比較することで検証を行う．本ケースでは，社会

厚生あたり災害脆弱性という指標を用いる．これは災

害脆弱性を社会厚生で割って求めた指標であり，経済

規模が異なるモデル間の比較を行うために用いる．

図 14は社会資本がモデルに組み込まれている場合と

組み込まれていない場合についての災害脆弱性を比較
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青: 社会資本なし 赤: 社会資本あり

実線: 地域 1で災害が発生した場合

点線: 地域 2で災害が発生した場合

図－ 14 厚生あたり災害脆弱性の違い: case.3

したものである．分散型国土において両者の災害脆弱

性が等しくなっていることがわかる．しかし，集中型

国土においては，人口が集積している地域の災害脆弱性

は社会資本があることで小さくなることがわかる．一

方で，人口が少ない地域の災害脆弱性は社会資本があ

ることで大きくなっている．つまり，社会資本は地域

間の災害脆弱性を均質化させる影響があるといえる．

(4) Case.4 :地域の空間配置が異なる場合（3地域モ

デル）

ここでは，地域の空間配置によって災害脆弱性がど

のように異なるのかについて検討を行う．本研究では，
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図－ 15 地域の空間配置

3地域モデルを用いて図 15に示す 2種類の空間配置に

ついて分析を行う．空間配置はアクセス性のパラメー

タ τを以下のように設定することで表現する．

環状型 : τ1 = τ2 = τ3 = 1

直列型 : τ1 = 1, τ2 = τ3 = 2/3

環状型の国土構造では，全ての地域が等しくインフ

ラにアクセスできるものと仮定している．直列型の国

土構造では，両端の地域は中心の地域と比較してイン

フラへのアクセス性が低いと仮定している．

以上の 2つの国土構造について，今までと同様に人

口比率を変えて分析を行った．ここで人口比率を変化

させるのは地域 1のみであり，地域 2と地域 3につい

ては残りの人口比率を半分ずつに分けた．例えば，地

域 1の人口比率が 0.5の時には，地域 2と 3の人口比

率はそれぞれ 0.25となるように設定した．

図 16は各国土構造における災害脆弱性の変化を表し

たものである．環状型の国土構造においては，分散型

（地域 1の人口比率が 0.33）が災害脆弱性を避ける観点

から最も望ましいことがわかる．直列型においても，同

様の人口比率が望ましいことがわかる．しかし，厚生

あたり災害脆弱性が環状型の時よりも大きい．これは

直列型においては，生産資本がアクセス性の高い地域

1に集中するためだと考えられる．

7. おわりに

(1) 本研究の成果

本研究では，確率的な多地域動学マクロ経済モデル

を用いて，複数の国土構造のパターンにおいて災害が発

生した場合の被害を計算することで，災害脆弱性と国

土構造の関係性についての基礎的な検討を行った．得

られた知見は以下の通りである．

• 分散型国土構造は集中型国土構造と比較して高い
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青: 環状型 red:直列型

実線: 地域 1で災害が発生した場合

点線: 地域 2で災害が発生した場合

図－ 16 厚生あたり災害脆弱性の違い: case.4

脆弱性を有する．

• 地域間の災害リスクが異なる場合，社会厚生最大
化の観点と災害脆弱性低下の観点からでは望まし

い国土構造は異なる可能性がある．

• 社会資本は地域間の災害脆弱性を均質化させる効
果がある．

• 地域の空間配置に起因する社会資本へのアクセス
性の低下がある場合，災害脆弱性は増加する可能

性がある．

(2) 今後の課題

本研究では，非常に単純な経済システムを想定した

分析を行った．例えば，地域間の自発的な交易等は本

モデルでは表現されていない．複数財のモデルを組む

ことにより，交易を通じた災害の影響の波及を表現で

きるようにしていくことで，より現実に即した被害を
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計算できるようにする必要がある．

また本研究では，災害脆弱性の指標を新しく定義し

評価に用いたが，この指標の持つ経済学的意味合いに

ついては検討されておらず，今後厳密な検討を加えて

いく必要がある．

さらに，本研究では人口分布を外生的なパラメータ

として与えたが，各地域の人口は経済活動の結果から

内生的に決まるものである．人口移動や人口移動を発

生させる要因の一つである集積の経済性をモデルに組

み込むことで，脆弱でない国土構造をどのように達成

するかという議論を行うことができるようになると考

えられる．集積の経済性を考慮した人口規模の決定に

ついては，空間経済学において一連の研究が蓄積され

ているが，本研究でのマクロ経済モデルのアプローチ

とは大きく異なるものであり，これらを組み合わせた

モデルを構築していくことは大きな課題である．
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